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インフルエンザＡ（Ｈ1Ｎ1）2009を振り返って
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インフルエンザ(H1N1)2009 死亡率の各国比較
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➣医療アクセスの良さ

➣医療水準の高さ

➣抗インフルエンザウイルス薬の迅速な処方

➣国民の公衆衛生に対する意識の高さ（予防の徹底）

日本が低い死亡率を達成できた背景

これらに加え、病院、診療所、薬局等、医療現場における
医師や看護職員、薬剤師等、医療従事者の献身的な努力
があったことを忘れてはならない。
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ワクチンギャップ解消に向けた日本医師会の活動
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（平成15年より実施）
平成２５年度子ども予防接種週間実施要綱

１．目的

保護者を始めとした地域住民の予防接種に対する関心を高め、予防接種率
の向上を図る。

２．主催
公益社団法人日本医師会、一般社団法人日本小児科医会、厚生労働省

３．後援
文部科学省、「健やか親子２１」推進協議会

４．実施期間

入園、入学前で保護者の予防接種への関心を高める必要がある時期である
ことから、原則として平成２６年３月１日（土）から３月７日（金）までの７日間とす
る。
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５．実施内容
ワクチンで防ぐことができる病気（VPD：Vaccine Preventable Diseases）から

子どもたちを救うため、種々の予防接種に関し、地域の実情に合った広報・
啓発の取り組みについて各都道府県医師会等で企画・実施する。
企画例
・予防接種について、保護者からの相談

・通常の診療時間に予防接種を受けにくい人たちが、土曜日・日曜日や
夜間等に予防接種を受けられる体制の構築
・マスメディアを通じた広報活動
・予防接種についての接種医療機関や一般市民向け講習会の開催等

６．実施協力機関

都道府県医師会、郡市区医師会、予防接種協力医療機関、各地域の予防
接種センター等
７．広報

ポスターを作成、配布する。また、マスコミ、行政とも連携を図り、公益社団
法人日本医師会のホームページ（http://www.med.or.jp/vaccine/）等を活用
して積極的にＰＲする。
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予防接種キャンペーン

目的：ワクチンで防ぐことができる病気（VPD：Vaccine Preventable 
Diseases）からひとりでも多くのひとを救うために、予防接種法
を改正し、地域間や経済的格差なく、希望するすべてのひとが定
期接種でこれらのワクチン接種が受けられる制度の実現させる

平成22年 8月～ 署名活動実施
日医TVCM予防接種編放映
市民公開講座（NHK放映、朝日新聞紙上採録）

12月16日 厚生労働大臣に要望書と共に署名提出
内閣総理大臣宛要望書提出

平成24年 7月 5日 ｢新型インフルエンザ等対策特別措置法｣及び厚生科学
審議会感染症分科会予防接種部会が取りまとめた「第
二次提言」を受け、７ワクチン（Hib、小児用肺炎球
菌、水痘、成人用肺炎球菌、おたふく、Ｂ型肝炎）の
定期接種化をあらためて主張

平成25年 1月～ ７ワクチンの定期接種化を求める署名活動実施
1月28日 横倉会長名で厚生労働大臣宛に要望書提出

ワクチン接種緊急促進事業（平成２２年度補正予算）により
Hib、小児用肺炎球菌、HPVワクチン公費接種が実現

＜予防接種法の改正＞

平成25年4月1日 Hib、小児用肺炎球菌、HPVが定期接種化
平成26年10月 水痘、成人用肺炎球菌の定期接種化（予定）

※流行性耳下腺炎、Ｂ型肝炎、ロタ等についても定期接種化を目指す
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※いわゆる「ワクチンギャップ」は、今回追加した３ワクチンのほか、４ワクチン（水痘、おたふく、肺炎
球菌（成人）、Ｂ型肝炎）を指すのが一般的。

４ワクチンのうち、２ワクチン（水痘、肺炎球菌（成人））は26年度に定期接種化予定、残り２ワクチン
については今後、ワクチンの供給・実施体制の確保、必要となる財源の捻出方法等について、関係者と協議
しながら検討。
○：公的予防接種として実施 (日本においては定期接種) ×：未実施
△：ハイリスク者のみ □: 一部の州のみ
*1 日本以外はハイリスク者のみ
*2 米国は全年齢、他国は高齢者のみ
*3 2歳以上の脾摘患者における肺炎球菌による感染症の発症予防目的で保険適用あり
*4 B型肝炎ウイルス母子感染の予防の目的で使用 (保険適用)

厚生労働省結核感染症課調べ 平成25年12月時点
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予防接種法の改正に伴う財政措置

■予防接種法に基づく定期接種（一類疾病分：改正予防接種法
においてはA類疾病）に係る公費負担の範囲が、子宮頸がん等
ワクチン接種緊急促進事業と同様、9割とする財政措置（普通交
付税措置）が実現した。

➣予防接種法上は、低所得者以外は定期接種費用の実費徴収が
可能であるが、従来、市町村が独自に財政負担してきた。

➣そのために市町村間の財政状況等による対応の格差が指摘さ
れてきた。

➣今回の国による財政措置は、不交付団体に対する配慮の必要
性などの課題は残るが、市町村間の格差の是正に加え、国の
責務として安定的な財源を確保したという点では、評価すべきと
考える。
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実施主体 負担

定期接種
（Ｂ類疾病）

インフルエンザ（高齢）
・成人用肺炎球菌

市町村 ※ ｲﾝﾌﾙｴﾝｻﾞ（高齢）について、多くの市町
村で一部実費を徴収している。

３割程度を
地方交付税で手当

市 町 村
（実費など）（低所得者分）

実施主体 負担

定期接種
（Ａ類疾病）

ジフテリア・百日せき・
ポリオ・破傷風・麻しん・
風しん・日本脳炎・ＢＣ
Ｇ・Ｈｉｂ・小児用肺炎球
菌・ヒトパピローマウイ
ルス感染症・水痘

市町村
９割を地方交付税で手当

市 町 村

Ａ類疾病

実費など

定期接種の費用負担（平成25年度予防接種法改正以降）

Ｂ類疾病
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ワクチンギャップ解消に向けた今後の課題
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今後の課題 ①

■ワクチンを含め、医薬品の投与には効果の反面、稀ではある
が副反応というリスクが常に背中合わせに存在する。

■しかし、接種を受けないことによる個人のリスク（感染症への罹
患、重症化）、公衆衛生上のリスク（感染拡大、集団感染）を考
慮すれば、ワクチンの予防接種にはリスクを超える効果、有用
性がある。

■いま、ＩＣＴ社会のなかで国民はインターネット等を通じてさまざ
まな情報を入手することが可能となっている。

■そして、これらの情報は玉石混交であり、例えば予防接種に関
する知識、理解をミスリードする可能性が大きい。
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今後の課題 ②

【予防接種に対する国民の正しい理解の普及・啓発】

■ワクチン・ギャップを解消し、国民を感染症から守る体制をより
強固にするためには、ワクチンの効果、予防接種の必要性に
関する正しい理解を広く国民に普及・啓発しなければならない。

■そのためには、国、地方自治体、医療関係者、そしてメディア等
が一体となって、正確かつわかりやすい情報発信、広報活動を
展開することが重要である。

■日本医師会としても、感染症のまん延を防ぎ、VPD（vaccine 

preventable diseases）から国民の生命を守るという視点に立
ち、さらに関係各方面と連携して取り組んでいく所存である。
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